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表紙：大阪中之島美術館
2022年２月、水の都中之島に満を持して誕生した『大阪中之島美術館』。構想から40年近い歳月を費やし誕生した同館は、黒いキュービッ
ク上の外観に注目が集まりがちだが、中之島のランドマークとして、そして美術館運営の新たな枠組みとして、様々なチャレンジが行われて
いる。公共施設の今後のあり方として様々な点から注目していきたい。（関連ページ：18ページ）
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大阪商工会議所に聞く

大阪・関西万博（2025 年日本国際博覧会）の開催までいよいよあと3 年となりました。開催概要や会場のイメージなど、

万博の輪郭が少しずつ見え始めています。今回、万博特集として、公益社団法人 2025 年日本国際博覧会協会の理

事団体であり、大阪パビリオンの展示・出展ゾーンの企画・運営を担う大阪商工会議所を取材しました。

同所は、1970 年の大阪万博やそれ以前の日本の万博に尽力してきたのはもちろん、初代会頭・五代友厚が薩摩藩時

代にパリ万博（1867 年）に関わりを持つなど、万博にはゆかりの深い経済団体です。

今回の万博における同所の取り組み内容や目的のほか、大阪経済にかける思いなどについてお話をうかがいました。

経済活性の起爆剤としての
大阪・関西万博

建築・建材業界における景気高揚への期待を込めて

写真提供：２０２５年日本国際博覧会協会
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万博の重要な推進役を担う大阪商工会議所

・2025年日本国際博覧会協会の理事団体として

　大阪・関西万博をより魅力的なものとし、テーマ「い
のち輝く未来社会のデザイン」を実現するためには、さ
まざまな企業・団体の参加が不可欠です。そのため、
大阪・関西万博では、企業・団体がこれまでの万博より
もさらに幅広く参加できるように、パビリオン出展、テーマ
事業協賛、未来社会ショーケース事業への参加など、
多様な参加の枠組みを計画しています。
　大阪・関西万博の準備や開催運営を主導するのは、
国・地方自治体・経済界の協力で設立された公益社団
法人2025年日本国際博覧会協会です。大阪商工会議所
は、博覧会協会の理事団体として博覧会協会と連携・協
働し、万博開催に向けた活動をサポートしています。

・大阪パビリオンの企画運営の一翼として

　大阪府・大阪市もパビリオンを出展することが決まって
おり、2021年2月に、大阪府知事、大阪市長をトップとす
る2025年日本国際博覧会大阪パビリオン推進委員会を立
ち上げました。大阪商工会議所会頭も、関西経済連合
会会長、関西経済同友会代表幹事と共に同委員会の構
成団体（顧問）として大阪パビリオンの企画運営に関わっ
ています。
　大阪パビリオンは、大阪大学の森下竜一教授を総合プ
ロデューサーとし、9つのワーキンググループに分かれて
それぞれのカテゴリで推進されています。大阪商工会議
所が携わるのは「展示・出展ゾーン」。大阪産業局と協
力して、中小企業やスタートアップ企業の展示・出展を取
りまとめることになっています。
　このように、大阪商工会議所は博覧会協会と大阪パビ

リオンの両方で推進役の一員として尽力しています。

中期計画「たんと繁盛　大阪アクション」とは

・大阪・関西が目指すべき都市像実現のために

　大阪商工会議所では2020～2022年度の中期計画
「たんと繁盛　大阪アクション～産業×都市×基盤で新し
い豊かさを共創～」を策定しています。大阪・関西をア
ジアと共に成長させ、日本の成長の牽引役としていくため
の取り組みです。
　この中期計画のテーマは、「Towards and Beyond 
EXPO2025」で、全ての事業を万博に向け、万博を見
据えて動いていこうという考え方を柱としています。この
柱のもと、「ウェルネス加速フィールド」「都市魅力増進
フィールド」「イノベーション・エコシステム構築フィールド」
という3つのフィールドを置き、全体を万博に向けて進めて
いきます。
　「Towards and Beyond EXPO2025」は、万博を長
期の時間軸でとらえた大きなロードマップです。今の時期
は“Towards EXPO2025”つまり2025年へ向かってい
るところであり、万博開催にむけた環境整備、機運醸成、
参加支援に取り組んでいます。2025年の万博会期中は、
参加企業や参加国への支援や万博来場者へのおもてな
しが中心となります。

・終了後の発展を見据えた視点も注目されている

　そして大事なのが“Beyond EXPO2025”。万博終了
後いかにレガシーを継承・発展させていくかということであ
り、地域の総合経済団体として極めて重要な位置付けと
なります。万博を誘致したのも、世界的イベントとして成
功させて地域を盛り上げたいという意図はもちろんありま
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都市は文化の記憶装置である

http://www.ohken-industry.co.jp/

代表取締役社長 永　原　穣

すが、それだけではなく万博を以降の発展に役立てたい
という考えもあり、レガシーの継承と発展は大切な視点と
なっています。
　その部分を重点的に推進することによって、万博が目
指すSDGsの達成に貢献でき、同時に大阪商工会議所
が目指す都市像（中期計画で掲げた姿）も達成されると考
えています。

Towards	EXPO2025―環境整備

・万博成功のカギとなる意見・要望の提示

　2025年までの取り組みは主に環境整備、機運醸成、
参加支援であると述べましたが、そのうちの環境整備に
おいて、重要なのは国の各省庁へ意見・要望を建議す
ることです。万博は非常に大きな費用がかかる事業であ
り、インフラ整備など国に求めていく事項がたくさんあるた
め、大阪府・市および関西の自治体や他の経済団体と
一緒になって要望してきました。
　2021年7月には菅義偉首相（当時）を訪問してインフラ

整備に関する要望を、12月にはソフト事業・規制改革に
関する要望を建議しました。これは事業費として予算を
付けてもらったり、イベント開催がスムーズにいくように法
関連の規制緩和をお願いしたりというものです。
　大臣との懇談も意見・要望活動の一つです。2021年
11月には国際博覧会担当の若宮健嗣大臣が大阪商工
会議所を訪れ、中小企業の方 と々万博に向けての取り組
みと課題について車座対話で意見交換を行いました。今
年1月には萩生田光一経済産業大臣との懇談会も実施し
ています。
　大阪商工会議所としての要望は主に次のようなもので
す。先日公表されたパビリオンの出展企業や協賛企業は
大企業が多かったですが、中小企業やスタートアップも
含めた多くの企業や個人が参加しやすい仕組みを構築し
てほしいということ。これが一つ。例えば、6カ月の出展
期間を分割したり、会場を小さく区分けしたり、工夫する
ことが考えられます。
　もう一つは、積極的な規制緩和を行って、その効果が
検証されたものは万博後もレガシーとして残し恒久化して

資料提供：大阪商工会議所
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http://www.oklex.co.jp 東京都千代田区岩本町2-11-7 A&Kビル2F

ほしいということ。規制緩和によって、これまでの法的
ルールでは難しかったさまざまな実験が可能となり、実験
の成果が発展・進化につながります。つまり万博のコンセ
プトである「未来社会の実験場」の実現に欠かせない
わけです。
　また、大阪はスーパーシティ（AIやビッグデータを活用し
た未来都市）にも指定されることになったため、特にデー
タ連携に関する規制緩和はぜひにと強く要望しています。

・地道な継続が必要とされる資金調達と情報発信

　会場建設費の募金活動も環境整備の一つです。1,850
億円の会場建設費は政府・地方自治体・民間で3分の1ず
つ負担することが閣議決定されていますが、民間分を博覧
会協会で調達する必要があります。この調達のための支援
を他の経済団体と共に大阪商工会議所も行っています。
　募金活動と同様、地道に続けているのが情報提供活
動です。大阪商工会議所としては、まだまだ企業に必要
な情報が行き渡っておらず、現在万博がどんな準備状況
なのか浸透していないという実感を持っています。もちろ
ん博覧会協会も都度発信に努めていますが、せっかくの
情報が個々の企業レベルまで伝わっていない状況であり、
大阪商工会議所は博覧会協会の理事団体として、各企
業などへの情報を適宜発信しています。
　万博をテーマにしたシンポジウムや説明会も実施してい
ます。例えば、会場参加プログラムの周知や、会場整備
参加（会場整備・運営に必要な設備・物品、サービスの
提供による参加）の募集などが必要な場合に、大阪商工
会議所が主催者となって他の経済団体と共に説明会を
開催することもあります。あるいは、大阪商工会議所や
他団体が開催する展示会や商談会の場で、博覧会協会
と連携して展示ブースを設け、万博PRに努めています。

Towards	EXPO2025―機運醸成

・広報・プロモーション活動にも注力

　万博の存在感を実感してもらい、盛り上がりにつなげ
ていくための機運醸成で重要なのは広報です。2022年3
月には公式キャラクターデザインも決定し、2023年からの
入場券前売り販売にむけて一層の情報発信を努めていく
必要があります。大阪商工会議所でも博覧会協会と連携
して、より具体的な情報を発信していく予定です。

・SDGs達成の活動推進で万博に貢献できる

　機運醸成のための取り組みとして、「TEAM EXPO2025
プログラム」にも取り組んでいます。これは博覧会協会
が行うプログラムで、SDGs達成に向けた企業・団体の
活動を支援するというものです。「多様な活動を創出・
支援する企業・団体」は「共創パートナー」として登録
し、SDGs達成に向けた具体的な取り組みは「共創チャ
レンジ」として実施し、会期後もその成果をレガシーとし
て継承していきます。
　大阪商工会議所も「共創パートナー」に登録し、「次
世代医療システム産業化フォーラム」「MaaS社会実装
推進フォーラム」など、事業の中でも特にSDGs達成に
寄与するものを「共創チャレンジ」として推進することで、
万博への機運醸成に努めています。
　「共創パートナー」 同士の交流を図ったり、新たな

「共創パートナー」を増やしたりするために、博覧会協
会、大日本印刷株式会社と共に交流イベント「Hello! 
TEAM EXPO2025」 を年に5回程度開催しています。
ちょうど万博開催3年前の4月13日にもこのイベントを開催し
ました。
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｢Super軽天｣｢TSスタッド｣のカタログをお送りします。

本　　　社　〒550-0004　大阪市西区靱本町 1-6-21
　　　　　　　　　　　　 TEL/06（6449）8811（代）
浦安営業所　〒279-0032　千葉県浦安市千鳥 15-30
　　　　　　　　　　　　 TEL/047（304）2050（代）
http://www.kanpoh.co.jp/

日本製鉄スーパーダイマ採用で、耐食性は溶融亜鉛めっきの15倍。
後塗装 (タールエポ )不要で、高湿の室内天井でもコストを削減。

従来の角スタッドに振れ止めを付け、下地材を一体化。
簡単施工で強風・地震に強い壁・天井を実現し、工期も短縮。

関包スチールの関包スチールの
建築用鋼製天井・建築用鋼製天井・
壁下地材シリーズ壁下地材シリーズ

関包スチールの
建築用鋼製天井・
壁下地材シリーズ

Towards	EXPO2025―参加支援

・空飛ぶクルマ！「わくわく感」が高まる実証実験

　参加企業への支援として大阪商工会議所が取り組む
ものの一つが、博覧会協会と行う「夢洲における実証
実験」です。これは、会場となる夢洲で実証実験を行
いたい企業を公募して提案のあった39件の中から9件を
選定し、実験の支援をするというものです。
　万博の会場建設が始まる2023年までは、地下鉄の工
事が進められている以外はさら地のままなので、そこを実
証実験の場所として使わせてもらいます。大阪商工会議
所は、2017年から実証実験の支援を行っていました。
2018年からは大阪府・市と3者で「実証事業推進チーム
大阪」を立ち上げて協働しています。
　選定された9件のうち、2022年3月末時点ですでに6件
の実験が開始されています。「グリーンインフラの高度化
に関する実証実験」（住友林業株式会社［開始済み］）、

「自動運転を活用した未来社会の実装実験」（大阪市高速
電気軌道株式会社［開始済み］）、「空飛ぶクルマによる飛
行体験“Experience the Sky”」（LIFT AIRCRAFT
社［2022年予定］）など、「未来社会の実験場」というコ
ンセプトにふさわしい実証実験が名を連ねています。特
に空飛ぶクルマの飛行体験は一般からの関心も非常に高
く、わくわくする期待感をもたらしてくれそうです。

・リアルとバーチャルが同じ空間でつながる実験

　現実空間と仮想空間をシームレスにつなぐ「コモングラ
ウンド・リビングラボ」は、大阪商工会議所が関心のある
企業と共に取り組む共同実験場で、万博会場を想定して
人とロボットあるいはロボット同士がスムーズにリアルタイム
の空間情報を共有するための実験などを支援しています。

現在は協力企業の社屋を借りて小規模なラボで実験的に
取り組んでおり、18社の企業にも賛同を得て会員制で運
営しています。ここでの成果を万博会場の一部で展開し
ようという話も進みつつあります。
　これは個々の企業というより、企業コンソーシアムとして
万博への参加を目指す取り組みで、実証実験と同様にレ
ガシーとして残したいという意図があるため、非常に力を
注いでいます。

・「ストーリー」に沿った中小企業・スタートアップが出展

する大阪パビリオン

　大阪商工会議所は大阪パビリオンで、大阪産業局との
協働で中小・スタートアップ向け展示・出展ゾーンの企画
運営を担っており、現在着 と々準備を進めています。こ
れは優れた大阪の中小企業・スタートアップを発掘・支援
し、展示ゾーンでその成果や活躍を効果的に発信するも
のです。
　当ゾーンの出展の大きなポイントは、万博会期の6カ月
間、企業を固定して同じ展示を継続するのではなく、そ
の6カ月間をある程度区切り、さまざまな「ストーリー」や
切り口に沿って展示を入れ替えながら多種多様な中小企
業・スタートアップが参加することによって、多様な展示
を創出できることです。

・事業企画を持つ団体が選定され、団体が企業を選抜

　今年3月にまとめた基本計画では、どんな計画やストー
リーで出展するのか、取りまとめを行う企業・団体が事
業企画を立て、それら団体が主導して中小企業やスター
トアップを募集・選抜するスタイルとなります。よって、大
阪商工会議所と大阪産業局はまず、事業企画を出す団
体や組織を募集します。それぞれの団体が事業企画で



… 7けんざい275号　2022年4月

  巻 頭 特 集  

描いたストーリー（コンセプトあるいはテーマ、趣旨）に合
致した企業が選抜されるというわけです。
　できるだけ多種多様な企業が出展できるよう、取りまと
める企業・団体も期間内に入れ替わります。5月には具
体的に募集活動が動き始める予定です。
　ストーリーを持つ企業・団体の募集から手がけ、出展
企業を選抜して磨き上げ、開催後にはさらなる発展を支
援する――このような手法により万博会期中のみならず
一連の取り組みを通じて、大阪の中小企業・スタートアッ
プの成長・発展、イノベーションの好循環につなげます。
　開催前からもう万博は始まっています。
　モノを並べた展示会とは異なり、「大阪の中小企業は
こんなにすごいんやなあ」とみんなの心を動かせるような
ストーリー性を持った展示を目指したいと考えています。

Beyond	EXPO2025―万博後を見据えて

・2025年万博はレガシーとして何を継承するか

　1970年の大阪万博の時には、太陽の塔というシンボル
があり、レガシーとして動く歩道やファストフードなどが生
まれました。しかし後から振り返ってそう思うわけであって、
最初からレガシーとなることを狙ったわけではなかったの
かもしれません。大阪・関西万博のレガシーは何になる
のか？　というのは多くの方々の関心事でもありますが、
やはりコンセプトにある「未来社会の実験場」がヒントに
なるのではないでしょうか。
　大阪には「やってみなはれ」の文化があります。新し
い技術とかサービスが試せる場が、この2025年の未来
社会の実験場を経てよりステージアップするに違いありま
せん。また、「いのち輝く未来社会のデザイン」という万
博のテーマを敷衍するなら、命を輝かせるために多様な

価値観や文化が受け入れられる社会にならなければいけ
ないということでしょう。それはまさにSDGsであり、大
阪・関西万博の目指すところです。
　140年を超える歴史を持つ大阪商工会議所は、1970
年の大阪万博に関わりが深いだけでなく、日本の万博に
古くから関わってきました。大阪は、昔から国内外から
様々な人が集まり、その交流の中から新しいイノベーショ
ンを生み出しながら発展してきたまちだといいます。そのよ
うな大阪のアイデンティティを生かしたレガシーが2025年
の万博の後も生まれていくでしょうし、ぜひ生み出していき
たいと考えています。

・一時のインパクトではない長期的な発展形のレガシーを

　大阪・関西万博は誘致の時から経済活性化の希望の
星として期待が集まっています。そこに向けてインフラ整
備が行われ、老朽化していた大阪のインフラが万博を機
に更新されることも一つの大きなインパクトですし、併せて

「未来社会の実験場」で試されたことが次の新しい社会
インフラになっていく狙いもあります。
　70年万博時が大阪のGDPのピークであり、その後低
下したため、それをもって「大阪万博はイベントとしては
大成功だったが、その後の経済活性化には寄与しな
かった」という声があることも確かです。
　今回の大阪・関西万博では、一過性の興行ではなく、
参加企業や足を運んだ国内外の人々が万博会場での交
流を通じてイノベーションを起こし、成長・発展を遂げ、
発展形のレガシーを生み出す。それによって地域の長期
的な発展・活性化への寄与が期待されます。
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広告
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　一般財団法人 大阪住宅センターが運営する住宅展示場「花博記念公園ハウジングガーデン」のYouTube
チャンネルが一新されました。これまでは30分あった動画を出展社30棟毎に約３分づつで独立して作成しコンパク
トになりました。さらに会場のPR動画はタレントも起用した力作となっています。是非一度ご覧ください。

一般財団法人 大阪住宅センターからのお知らせ

https://www.youtube.com/channel/
UCQZbZ_J8SigCdi5PHyWICKw

■花博YouTubeアカウント
https://housing-garden.jp/
hanahaku/onlinegallery/

■動画ランディングページ

広告

「新製品・注目製品のPR戦略に、
広報誌『けんざい』をお役立てください」
■「新製品・注目製品情報」の紹介記事が便利。掲載は無料です。
弊誌各号の「新製品・注目製品情報」は、話題の新製品・注目製品を
読者にいち早くお知らせするページ。約 2 分の１ページのスペースで、
各製品の概要・特長をコンパクトにご紹介します。しかも、掲載費用
は一切不要。PR戦略や市場調査の一環として、ぜひお役立てください。

●お問い合わせ・お申し込みは･･･
一般社団法人日本建築材料協会　「けんざい」編集部
TEL:06-6443-0345( 代 )　FAX:06-6443-0348
URL:http://www.kenzai.or.jp

※掲載原稿は、フォーマットに基づき編集部で作成いたします。ご了承ください。
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日本建築材料協会・日本経済新聞社・テレビ大阪では 2022年 6月 9日（木）・10日（金）にインテッ
クス大阪にて住宅・商業施設・ビルに使用される建材や設備、ならびに工法や業務効率改善ソフト
などの展示見本市「KENTEN」を開催致します。
KENTENが開催される大阪では 2025 年に大阪・関西万博が開催されます。参加国や企業が持ち
寄る SDGs の達成とその先の未来など、万博が掲げるテーマに沿った製品・サービスの開発が加速
し、製品の市場への流通が拡大することが予想されます。この流れは、住宅業界で加速している「脱
炭素化」とも大きくリンクし、より大きなトレンド、チャンスになると考えられます。
KENTENでは、「脱炭素化」や「ウッドショック対策」などの時流に沿った企画に加え、前回から
取り組んでいる“ライフスタイルの変化”に対応する「アート・デザイン」「テレワーク」をテー
マとしたゾーンを拡充し、SDGs が目指すゴールの 1つである「住み続けられるまちづくりを」を
キーワードとしたイベントとして開催いたします。

6/9 -10［木］ ［金］開催
KENTENオンライン5/26［木］

▲ 6/24［金］同時開催

前回のKENTENの様子をご覧いただけます

当協会の YouTube チャンネルでは、「KENTEN2021」のセミナーや出展ブースの
ダイジェストなど、前回の展示会の様子がわかる動画を公開中です。去年のセミナー
はどのような内容のものが開催されたのか、出展ブースの様子や商材は？など、
今年の開催前にぜひ一度ご覧ください。

 日本建築材料協会 検索
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日本で唯一の経済産業省と国土交通省が認めた建築材料・住宅設備の賞『優良製品・技術表彰「KENTEN 
AWARD」』を今年も実施します。
様々なジャンルから、選りすぐりの製品、技術が集結。これらの製品・技術を、国土交通省・経済産業省 をはじめ
特別協力いただいている建築団体よりご選出いただいた委員の方々によって選出し、本年度のアワードが決定します。

2022	優良製品・技術表彰「KENTEN	AWARD」実施

今すぐ役立つ情報が盛りだくさん
　開催までいよいよ2ヶ月を切った建築材料・住宅設備
展2022。前回は２日間の開催で延べ約１万人の方々に
来場いただきました。展示した企業各社からのアンケー
トでは７割以上が「今後の商談に期待できる」と回答
するほど、来場者にとっても有益で今すぐ役立つ技術
や商品が展示されています。
　出展企業も内・外装材や金属工事材などの建材関
連製品はもちろんのこと、コロナ禍で俄然注目度が高く
なっている抗菌・抗ウイルス/空調・換気関連商品、さ
らにはスマートホーム、IoT関連、建設ソフト・システム
関連といった次世代の建築業界へリーチする商材など
今年も多種多様な出展企業が揃いました。

 
優良製品・技術表彰「KENTEN AWARD」を
今年も開催
　KENTENの代名詞ともなった『優良製品・技術表
彰「KENTEN AWARD」』を今年も開催します。本

表彰は、建築材料、住宅設備としては日本で唯一の経
済産業省と国土交通省の認めた賞として、様々なジャ
ンルから選りすぐりの製品・技術が集結します。経済産
業省、国土交通省をはじめ特別協力いただいている建
築団体より選出いただいた委員の方々によって、各賞
の選定を行います。様々な視点から選出される本表彰
は、エントリー製品を見るだけでなく、どの製品が栄冠
を得たのか、にも例年注目が集まります。

今年もセミナーが充実
　本展示会の大きな魅力として来場者の方に好評なの
が、多彩なセミナー。第一線で活躍する建築士の方々
による実績とともに紹介される建築士の目線や、各業種
の技術に関する講演。さらにはメーカー・建築士・研
究機関によるトークセッションなど、多種多様なセミナー
を２日間絶え間なく開催します。これらのセミナーを聴
講することで、『明日の現場で活用できる製品・技術』
だけでなく、『近未来の建築』に役立つ情報・知見を
手に入れていただけるはずです。

オンラインも強化
　前回からハイブリッド型展示会として運営をはじめた
KENTENですが、今年はオンライン展示をさらに強
化。ネット上ならではの展示を各社が行うだけでなく、
業種を横断した展示でより立体的な情報収集が可能に
なります。
　リアルの展示会前の予習として、また展示会で見た
内容の振り返りとして等、様々な活用にご期待ください。
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新型コロナウイルス（COVID-19）感染症への対応策について

開催概要
名　称 建築材料・住宅設備総合展　KENTEN2022
会　期 2022 年 6 月 9 日 ( 木 )・10 日 ( 金 )
会　場 インテックス大阪（〒 559-0034 大阪市住之江区南港北 1-5-102）　　　　　
主　催 （一社）日本建築材料協会、日本経済新聞社、テレビ大阪（順不同）
共　催 大阪建築金物卸商協同組合

後　援

経済産業省、国土交通省、環境省、大阪府、京都府、兵庫県、大阪市、東大阪市、京都市、神戸市、(独)日本貿易振興機構(ジェトロ)大阪
本部、(一社)日本建築学会 近畿支部、(一社)大阪建設業協会、(一社)日本建設業連合会 関西支部、(一社)日本建築構造技術者協会 
関西支部、(公社)日本建築積算協会 関西支部、(一社)建築設備技術者協会 近畿支部、(一社)大阪電業協会、(一社)大阪空気調和衛
生工業協会、(一社)大阪府設備設計事務所協会、(一社)関西建築構造設計事務所協会、大阪建築金物工業協同組合〔予定・順不〕

特別協力 (一社)日本建築協会、(公社)大阪府建築士会、(公社)日本建築家協会 近畿支部、(一社)大阪府建築士事務所協会
運営事務局 テレビ大阪エクスプロ
入場料金 無料〔登録制〕

目標来場者数 10,000 人
展示規模 130 社・団体、150 小間（見込）

新型コロナウイルス（COVID-19）感染症への対応策について

【参考資料】 ●主催者向けガイドライン（発行：公益財団法人大阪観光局）　リンクURL: https://mice.osaka-info.jp/page/mice-guideline

イベントに係る全参加者
（来場者/出展者/運営スタッフ）と
個人の安全の確保

ソーシャル
ディスタンス
の確保

その他の対策会場の
混雑緩和策

2022 年の KENTENでは、新たな課題を解決することを目的としたゾーンの拡充、時流にあった製品を紹介するコーナーを展開します。

「ウッドショック対策」や「脱炭素化」など時流に沿っ
たテーマ展示やセミナーを実施し、課題解決策を提案す
るとともに、新たなトレンドを発信する場とします。

２日間の開期中は会場となるインテックス大阪で様々な
展示会が同時開催。本展示会だけでなく、数多くの新た
な技術や製品、そして発見を得られるチャンスです。

【開催予定展示会例】「建築・建設現場生産性向上フェア」「防犯防災総合展」
「バリアフリー / 慢性期医療展 / 看護未来展 / 在宅医療展」「関西エクステ
リアフェア」「サービスロボット展」

KENTEN でしか聞くことのできないセミナーの開催や、
オンラインのみのセミナー開講など多数セミナーを開講
します。

オンライン建材紹介サービスとの連携や、オンライン
ページ、SNS の充実を強化することで、展示会期間以外
でも出展者の情報を発信。日本だけでなく世界への情報
発信を行い出展効果の高い展示会を目指します。

KENTENの魅力

新企画 · 強化企画

ピンチをチャンスに！ウッドショックにより見直される「国産材」や、
非住宅への活用も広 がる「CLT」など、注目度が高まる木材ならびに、
構造計算や工法など木材にスポットを当てたゾーンを展開します。

ウッドショック対策！木材支援

建築木材ゾーン NEW

「脱炭素化」への対応を求められる中で、新築戸建てに太陽光パネル
の設置義務化が議論されるなど、今後更に注目度が増す“エネルギー”
に関連するゾーンを展開。「ゼロエネ化」「ゼロカーボン化」「高気密
化」などの製品やサービスが並ぶゾーンを目指します。

脱炭素化へ

ZEH支援ゾーン NEW

住まいやオフィス以外の場所でのリモートワーク、テレワーク推進
のためのゾーン。快適で働きやすい環境づくりを実現する吸音シス
テムや防音床材、書斎づくり、個室型ワークスペースなどの商材や
サービスが集まります。

リモートワーク／
テレワーク対応ゾーン

商空間やオフィスにアート、植物を使った空間演出を導入して従業員のモチ
ベーションアップや働き方改革、ブランディングの向上を狙う企業が増えて
います。また、リモートワークの普及により、家庭の時間が増えたことで生
活空間へのこだわりが注目を集めています。当ゾーンではそういった需要に
こたえるデザイン建材や、アートに関連する商材を展開します。

デザイン建材／
アートゾーン

新価値+トレンド企画の開催

同時開催展が充実（予定）

セミナーの充実

オンラインを強化！
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広告
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■建築用板ガラスからサッシ、あらゆる建具へ 
──創業背景や当時の状況について教えてください。
神藤　当初はガラス施工店として父が創業しました。その
後、1970年代辺りからアルミサッシの普及が進むにつれ、
当社のようなガラス施工店の多くがサッシも併せて販売する
ようになりました。というのも、元 ビ々ル用の窓はスチール製
が主で、そこにアルミサッシメーカーが新規参入という形で
入ってきた。そのためにガラス屋さんを販売ルートとして活
用しようとしたのですね。そんな背景があってアルミサッシを
はじめとする鋼製建具を扱うようになりました。

■知識を付加価値に、責任ある販売・施工に徹する
──建具から多様な商材に展開されたのですか？
神藤　開口部に取り付ける建材は、おそらく様 な々建材の
中でもっとも性能が進化したものの一つだと思います。例え
ばガラスは、単板のガラスから複層ガラスをはじめとする機
能ガラスへと進化しました。窓も最初は木製からスチール、
そしてアルミサッシ。今では樹脂サッシも出始めています。建
物の開口部は、外部と内部をつなぐ箇所です。この場所の
断熱性能をアップすることが、建物の性能に直結します。ま
たアルミやスチールという素材をベースに、各メーカーもその
取り扱い商材を多岐に広げてきました。例えばカーポートや
門扉などのエクステリア建材などです。我 も々、メーカーとの
信頼関係をベースに、その取り扱い商材を拡大してきました。
──取り扱い商材を拡大する経緯はどのようなものだったの
ですか？
神藤　やはり、お客さまに良いものを届けたいという気持ち
からですね。また信頼できるメーカーとの関係というものも
非常に大きいです。日本の建築業界は、販売施工を同じ
会社が行うことで、何かあったらうちが責任を取ります、と
いう責任施工の文化です。ですので、よくわからないメー
カーのものを販売することはできません。今やガラスやサッ

工務店からエンドユーザーまで、窓・ドアの販売施
工にとどまらない価値をお届けする。
大阪・泉南地域の中心地、岸和田に本社を置く阪南産業株式会社は、代表取締役社長の神藤佳浩氏をトップに、ガラスサッ
シに代表される住宅建材の販売・施工を行っている。1967（昭和42）年に父の神藤英夫氏が個人事業の「阪南硝子店」を
開業したのが始まりだ。「正直な商売」と専門業ならではの付加価値の追求で取引先の信頼を勝ち取ってきた。

代表取締役社長

神藤 佳浩 氏

大阪府生まれ
大学卒業後、広告代理店での営業勤務を経て、阪南産業（株）に
入社。1999（平成11）年に代表取締役社長に就任

社　名 ／阪南産業株式会社
代表者 ／代表取締役社長　神藤佳浩
創　業 ／1967（昭和42）年10月
設　立 ／1971（昭和46）年10月
資本金 ／3,000万円
従業員／6人（2022年4月現在）
事業内容 ／ 鋼製建具全般、建築用板ガラス、シャッター、エクス

テリア、自動ドア、防犯システム構築および鍵などの
防犯製品、各種住設機器、木製建具および内装建材
の販売・施工、金物工事

本社所在地 ／大阪府岸和田市箕土路2-12-40
大阪営業所／大阪市中央区南船場1-16-23
ＴＥＬ ／072-441-8666
ＦＡＸ ／072-441-8667
ＵＲＬ ／http://www.han-nan.co.jp/

会員企業の横顔　No.71　阪南産業株式会社
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  会 員 企 業 の 横 顔  

シだけでも膨大な種類があり、それぞれに性能の特性があ
ります。お客さまの本当に求める機能に応じた商材を提案
することが大切です。
──知識の提供も大事な役割ということですか？
神藤　わわれわれのような業者は、そういう専門知識を
持ったコンサルタントとしての役割も担わないと意味がないと
思っています。考えてもみてください。巷には同業者があ
ふれていわば飽和状態のなか、どうしても価格競争に陥り
がちです。だからこそ専門知識とノウハウが付加価値とな
るわけです。またこれからは建物を大切に使っていくという
中で、修理や取り替えといったご要望に応えることが非常
に大切だと思います。そのためには建材に対する知識と施
工技術が必要です。窓やドアのことならなんでも相談して
いただける存在でありたいですね。
　最近ではエンドユーザーにも、私たちの知識や技術とい
う付加価値を届けられるよう努めています。

■エンドユーザーとの接点で事業に広がりを持てる
──エンドユーザーとはどのように関わるのですか？
神藤　当社は基本的にBtoBで、工務店に建材を材工で納
める形で建築に携わりますが、BtoCも大切な事業の柱とし
て捉えています。中古住宅を購入する人も増え、実際にそ
の家を建てた工務店とのつながりが切れている方々は想像
以上に多いです。その方たちは、家の「お困りごと」につ

いて、誰に相談してよいのかわからないのが現状です。私
たちは窓のプロとして、窓を通じて家のお困りごとを解決して
いくことを目指し、2015（平成27）年には、ドア・窓の困りごと
やリフォームに関するサポートを行う「MADOショップ」を開
設して、エンドユーザーからのアクセスを増やしています。
　BtoCビジネスの面白みは何と言っても直接お客さまに

「お願いしてよかった」と喜んでもらえることです。やっぱり
商売って、世の中の困ったことを解決するところから始まっ
ているんだなあと実感します。
──阪南産業さんの強みは何だとお考えですか？
神藤　「信頼」だと思います。適正な商品を適正な価格
で販売施工するという正直な商売を数十年ずっと続けてき
た確固たる自信があります。厳しい価格競争の中で数ある
下請け業者からメーカーや工務店に選ばれ続けているのは、
当社ならではの付加価値を追求してきた積み重ねがあるか
らだと思っています。
──今後の会社の展開や方向性を教えてください。
神藤　最最も大事なのは将来のニーズにどう対応していく
かでしょう。窓は断熱性を重視した環境性能、ドアは防犯
性を重視したIoT技術やスマホなどで施錠を遠隔操作する
といったスマートホーム機能がトレンドで、まさに高機能合戦
の様相を呈しています。住宅がスマートホーム化するときに、
われわれのやってきた責任施工や専門業者としての付加価
値という強みだけでは対応し切れなくなる可能性があります。
　建築は本来、さまざまな業種の専門業者が各自の担当
部分を手がける分業体制が基本ですが、スマートホームの
ような計画的に管理される建物に進化してくるにつれ、例え
ば開口部にしても内側と外側の領域、設備、電機領域や
IoT関連のシステムなど、それぞれの知見が総合的に必要
になります。今後そのすき間を埋めるような領域が生まれて
もおかしくありません。そんなすき間にも柔軟に対応し、わ
れわれなりの新しい価値を提供していくことができる企業で
ありたいです。

様々な案件に柔軟に対応できるのも幅広い知識あってこそ

本社2階に設けたショールーム

本社社屋外観 施工だけでなく修理まで丁寧にフォロー
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験連絡協議会のコンクリート採取試験会社登録制度規
程にも則っています。
　1月31日現在の登録者数を表-1に示します。

表 -1　SiTeC 登録者数（2022 年 1 月 31 日現在）

3．試験要員認定制度（LaboTeC）
　試験要員認定制度（LaboTeC）は、建設工事の監理
に関わるコンクリートの品質試験やコンクリート製造
者による製品試験および原材料の品質試験の内、試験
室で行われる試験業務を適正に行う力量を持つ試験要
員を認定登録することにより、工事監理業務や製造者
品質管理業務の更なる適正化と試験要員の社会的立場
を確立することを目的として、当法人の試験研究セン
ターが専門性を有し、試験・実績豊富な試験項目を対
象に2005年に設立した制度です。
　例えば、プレキャストコンクリート製品工場の試験
では、プレキャストコンクリート製品の曲げ試験およ
び寸法測定について実技試験を受けていただくととも
に、プレキャストコンクリート製品の基礎知識につい
ての筆記試験を受けていただきます。
　本認定制度では、認定取得のための研修も実施して
おり、力量維持のために更新制を導入しています。

（一財）日本建築総合試験所　研修事業について

1．はじめに
　（一財）日本建築総合試験所（以下、当法人という）で
は、「試験・研究」「計測器の校正」「調査診断・監
修・耐震診断判定」「数値解析・技術開発支援」「JIS
製品認証」「確認検査・住宅性能評価等」「性能評価・
性能証明等」「構造計算適合性判定」などの業務を実
施しています。
　また、上記業務に加えて、研修事業を通じ、建設業
など産業界の技術者育成にも力を入れています。本稿
では、当法人で実施している研修事業について紹介し
ます。

2．コンクリート現場試験技能者認定制度（SiTeC）
　コンクリート現場試験技能者認定制度（SiTeC）は、
建設現場で実施されるコンクリートの試験業務を適正
に行う力量を持つ試験技能者を認定登録することによ
り、検査業務の更なる適正化と試験技能者の社会的立
場を確立することを目的として、2000年に設立した制
度です。
　例えば、フレッシュコンクリートの受入検査では、
試料採取、スランプ試験、空気量の測定、圧縮強度試
験用供試体の作製、スランプフロー試験、温度測定お
よび塩化物量の簡易試験について実技試験を受けてい
ただくとともに、コンクリートの基礎知識についての
筆記試験を受けていただきます。
　本認定制度では、認定取得のための研修も実施して
おり、力量維持のために更新制を導入しています。

　本認定制度は、国土交通省近畿地方整備局、大阪
府・兵庫県等特定行政庁、学識経験者、設計、監理、
施工、生コン製造、エンドユーザーである消費者それ
ぞれの団体および当法人の委員から成る委員会で運営
しています。なお、本認定制度は、東京都建築材料試

GBRC便り

2022 1 31

 F Ft 1193

RI FA 19

FB 81

 HA 102

HB 49
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　本認定制度は、学識経験者および当法人の委員から
成る委員会で運営しています。
　1月31日現在の登録者数を表-2に示します。

表 -2　LaboTeC 登録者数（2022 年 1 月 31 日現在）

4．船内騒音測定技術者講習会（NoMS）
　SOLAS条約のもと2014年7月より義務化された船内
騒音コード（MSC.337(91)）では、建造時に船内騒音測
定を実施することが規定されています。この中で測定
者に対して、測定技術および同コードに関する知識等
を有することが要求されています。そこで本講習会で
は、船内騒音測定を行う実務者を対象に、騒音測定の
基本的な技術や船内騒音コードに定められている手順
について、各専門の講師による講義を行います。
　本講習会は、正確かつ公正な船内騒音測定の普及を
目指して開催されるものであり、講習会の最後に理解
度確認テストを受けていただきます。また、力量維持
のために更新制を導入しています。

　当法人は、国土交通省より当該講習会の実施機関と
して認定されています。本講習会は、学識経験者、行
政、関係団体および当法人の委員から成る委員会で運
営しています。
　1月31日現在の登録者数を表-3に示します。

表 -3 NoMS 登録者数（2022 年 1 月 31 日現在）

5．コンクリート工事実務研修
　コンクリート工事実務研修は、大阪府内建築行政連
絡協議会制定の「コンクリート工事に関する取扱要
領」に基づき、1977年より当法人で実施している研修
です。大阪府内のコンクリート工事に携わる関係者の
知識・技術の向上を目的とした研修を行っています。
　本研修では、コンクリート工事に関する行政指導、
コンクリート技術の発達と最近の取組み・種類・品質、
コンクリートの材料・調合、施工計画の基本・生コン
発注、コンクリートの運搬・圧送・打込み・養生、品
質管理・特殊なコンクリート・単位水量に関する一般
知識、フレッシュコンクリートのスランプ・塩化物量
・空気量・温度等の測定
についての講義を受けて
いただきます。本研修は、
講義と考査で構成されて
おり、講義受講後に筆記
テストを受けていただき
ます。
　本研修は、コンクリートに関する学識経験者、建設
関係団体、コンクリート製造関係団体等コンクリート
工事に携わる関係者等および当法人の委員から成る委
員会で運営しています。なお、本研修は兵庫県「コン
クリート工法に関する指導要綱」にも則っています。

6.　おわりに
　今回は、当法人の研修事業について紹介させていた
だきました。研修に関するお問合せは、下記連絡先ま
でお気軽にご連絡ください。

■お問い合わせ先
　（一財）日本建築総合試験所　事務局 総務部 研修課
　〒565-0873  大阪府吹田市藤白台5-8-1　
　TEL：06-6834-4775（研修課 直通）
　HP：https://www.gbrc.or.jp 
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注目の中之島エリアに第一級のコレクションを収蔵

大阪中之島美術館は、大阪市が誇る第一級の美術コ
レクションと中之島エリアの魅力、さらに民間の知恵を生か
して、都市の新たな価値を創造していくというコンセプトで
計画された文化施設です。美術館建設の構想が最初に
打ち出されたのは1983（昭和58）年で、実に40年近くの年
月を経て完成しました。大阪市都市整備局企画部ファシリ
ティマネジメント課長・洞正寛さんが、開館までの背景や
新たな価値創造のための取り組み、建築的特徴などにつ
いてお話くださいました。
「新美術館建設には紆余曲折があり、一度は白紙にな

りました。しかし、文化芸術のみならずまちづくりに貢献す
る施設が必要だという観点で議論された方針が2014（平
成26）年に出され、具体的に話が動き始めました」と洞さ
んは言います。2017（平成29）年に設計案が決定し、2021

（令和3）年6月末に竣工、そして今年2月、めでたく開館
の運びとなりました。

最大の魅力が佐伯祐三やモディリアーニなどの名作群
を含む、6,000点超のコレクションです。「約40年にわたり
市民の方々から寄贈いただいたり、寄付金から購入したり
して収集した貴重な作品です。これまで市の学芸員の手
で大切に管理しながら国内外各地に貸し出して鑑賞しても

らっていましたが、やっと作品たちの帰る所・居場所となる
ホームができました」。

国内美術館で初となるコンセッション方式のPFI事業

運営には、美術館・博物館では全国初となるコンセッ
ション方式のPFI（所有権は公共主体で運営権を民間業者
に設定する手法）を導入しました。

この試みについて洞さんは、「集客力強化につながる効
果的な情報発信や話題性のあるイベントの開催、魅力的で
満足感の高いショップやレストランの提供、さまざまな分野の
リソースやノウハウを持った企業と連携したエリアプロモー
ションの展開など、市だけでは難しい取り組みも、民間事
業者が直接携わることで創意工夫をもって実行できるのでは
ないか、といった期待、意図がありました」と言います。

美術館では初の事例となるため、見込んだ効果が現れ
事業として一定の成果となれば、他の自治体にとってもよ
いモデルケースとなり、これからの美術館運営にとって新
たな選択肢を示すことができます。

本館１階には、豊富なアイテムを揃えたインテリアショップ
を擁し、今後、カフェ・レストランの開店も予定され、美術
館という枠を超えた「楽しめる複合施設」となっており、
これまでの美術館にはないサービス提供にも関心が集まっ
ています。

大阪の歴史・文化の集積地であり、水都のシンボルでもある中之島に今年2
月、新しい美術館が誕生しました。構想当初から長い時間がかかりました
が、多くの人々の「美術館を実現したい」との思いが結実。「展覧会入場
者だけでなく幅広い世代の人が誰でも気軽に自由に訪れることのできる、にぎ
わいのあるオープンな屋内空間」と同館が定義する「パッサージュ（仏語で歩
行者専用の通路の意）」を核とした、今の時代の大阪にふさわしい美術館が
完成しました。

 「けんざい」編集部

大阪中之島美術館

外観

デッキから入った来館者は2Fの大空間へ1・2Fは出入り自由。こちらはショップエリアのある1F

私の建築探訪
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して採択されました。これは、同館の新築に当たり、中之
島地区全体でエネルギーマネジメントに取り組むことを目的
としたプロジェクトです。

「美術館は、美術品保護のための空気環境など、展
示・収蔵に多くのエネルギー消費を伴います。そこで、省
エネルギー対策のほか、エリア全体での熱融通計画に基
づいて、堂島川・土佐堀川の水を利用した地域冷暖房
システムの導入、多様な熱源と水蓄熱槽の設置、その他
の先導的技術の組み合わせによって、省CO2と防災力向
上の両立を目指しました。時代が求めるサステナビリティを
備えた、いわばスマートミュージアムです」。この仕組みに
よって、美術館単体だけではなく地区全体での省エネが
可能となり、将来的に周辺施設が一体となって展開されて
いくことが期待できます。

同館はビジョンとして、「美術館の基本を『いま』に結
び、『これまでにない』をめざす」ことを掲げています。
歴史をつなぎ、美術館本来の機能を果たすとともに、全く
新しい美術館像をめざす――どんな姿になっていくのか、
見守り、応援していきたいものです。 

人と活動が交錯する都市のような美術館

609枚のプレキャスト・コンクリート板で構成された黒い
キューブ型の建物は、一見美術館とは分からない珍しい
外観をしています。設計案は公募型設計競技で（株）遠藤
克彦建築研究所に決定。「黒いキューブのデザインは、
都市に埋没しない、中之島の新しい魅力やアイコンとし
ての存在感を示しています。美術館の建築の核となるの
は、パッサージュの考え方なのですが、遠藤さんの設計
案は、デザイン性の高いパッサージュ空間が新しい美術館
の独自性につながるとして高い評価を受けました。

パッサージュを建物の「背骨」と位置付け、展示ホー
ル、ホワイエ、屋外空間であるアートデッキもパッサージュ
の一部ととらえ、1～5Fの吹き抜け空間を介して立体的に
つながることで、「さまざまな人と活動が交錯する都市のよ
うな美術館」を表現しています。

都市の回遊性を高めるため1・2Fは地上からもデッキ
からもアクセス可能で、誰もが気軽に訪れ、自由に通り抜
け、アートをはじめとする多様な活動ができるオープンな空
間となっています。

また、最新の省CO2技術が採用されているのも特筆す
べきポイントです。電力会社と共同で国土交通省のサステ
ナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）にプロジェクトと

新美術館建設の計画の変遷4・5Fの開口部からは中之島と周辺の眺望を楽しめる

4・5Fは展示室　5Fは大規模巡回展にも最適パッサージュの中心をなす巨大な吹き抜け

名　称：大阪中之島美術館
所在地：大阪市北区中之島4-3-1
ＴＥＬ：06-6479-0550（代表） 
ＵＲＬ：美術館公式 https://nakka-art.jp/

写真提供・取材協力：大阪市
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  巻 頭 特 集  

　　Japan Building
　　　　Materials Association

　一般社団法人日本建築材料協会は、建築材料を主として勉学する大学院生、大学生および専門学生等に対し
建築材料の普及啓発に努めるため、建築材料の調査研究、新たな開発および発展に寄与した学生を高く評価す
ることを目的として優秀学生賞を創設しました。 
　創設後、6回目を迎えた2022年は教育機関の推薦を受けた論文・作品を選考委員会によって選考を行い、優秀
学生賞33名・奨励賞1名を表彰いたしました。

2022年の優秀学生賞・奨励賞を発表

【2022年受賞者】優秀学生賞 (推薦日付順)
　大学院・大学部門

卒業論文 モルタルの電気化学特性に温度が与える影響の分析 宇都宮大学 出平 裕樹

修士論文 微生物セルロースナノファイバーを混和したセメント系材料の基礎性状の評価とその利用に関する研究 室蘭工業大学大学院 黒岩 笑海歌

卒業論文 土壁のい草刷き仕上げによる筋目模様の形成に関する実験的研究 大阪工業大学 勝間 美月・中辻 智実

卒業論文 二酸化炭素透過度を用いた表面含浸材の中性化抑制効果の評価方法に関する検討 芝浦工業大学 川村 創士

卒業論文 欠点がスギ製材の曲げ破壊に与える影響に関する実験的考察 九州大学 川口 太一

卒業論文 建設用 3D プリンタに適用可能な層間補強システムの開発に関する基礎研究 東北大学 浅川 智哉

修士論文 建設用 3D プリンタに適用可能な FRCC の材料設計と評価方法の開発 東北大学大学院 宮田 賢優

卒業論文 誘電測定によるコンクリート初期養生度評価に関する検討 東京都市大学 佐々木 良・田中 寛汰

修士論文 再生骨材中の塩化物がＲＣ部材中の鉄筋腐食に及ぼす影響 明治大学大学院 寇 婧
卒業論文 局所的な水分状態がコンクリート中の鉄筋腐食に及ぼす影響 東京理科大学 細川 隆行

修士論文 暑中環境で施工される種々の強度の構造体コンクリートに関する研究 九州大学大学院 金原 卓哉

卒業論文 10 年以上の屋外暴露をした改質杮葺き材に関する劣化性状の定量評価と劣化判断指標の検討 工学院大学 竹内 秀人

修士論文 虫害を受けた木部材の内部構造特性の可視化と特殊アクリル樹脂充填による保存再生技術の開発 工学院大学大学院 原田 勇輔

卒業制作 ( 作品 )  Mars 2030 Magnesium Carbonate Concrete を用いた火星有人探査拠点の設計 東京大学 佐伯 直彦

修士論文 発泡プラスチック系断熱材の水分による高分子構造変化に関する研究 北海道大学大学院 イム ユビン

卒業論文 モルタル中の電食鉄筋の微視的構造変化に関する研究 北海道大学 石倉 我玖

卒業論文 画像相関法を用いた岩石の微小範囲のヤング率に関する研究 名古屋大学 前川 昂輝

卒業論文 竹の建築への活用に関する基礎的研究 - 建築事例調査に基づく竹の活用方法の分析 - 早稲田大学 有村 美千路

卒業論文 暑中期におけるコンクリート温度抑制低減対策に関する調査研究 西日本工業大学 山下 秀

修士論文 伝統土壁の小舞下地に関する研究－竹と縄の物性および面外剛性に影響を及ぼす要因の把握－ 早稲田大学大学院 益田 実佳

修士論文 浮遊選鉱法により改質した木質バイオマス燃焼灰の特性に関する研究―セメント硬化体の反応性状とモルタル性状― 北九州市立大学大学院 山崎 勇輔

修士論文 北前船寄港集落における持続可能な建築構法と立地環境との関係性―日本海側集落を対処として― 芝浦工業大学大学院 石田 拓也

修士論文 ジオポリマーの建築物適用に向けた耐火性状の把握及び複合材料の開発を目的とした実験的研究 日本大学大学院 國井 弘樹

卒業論文 各非破壊検査法による自己修復コンクリートのひび割れ修復度の評価 日本大学 大越 康貴

卒業論文 脱炭素社会の実現を目指した二酸化炭素固定化コンクリート (CCC) 及び無焼成レンガの開発 日本大学 河合 奎亮

修士論文 コンクリートのひび割れの自己治癒を目的としたバクテリアの適用性に関する基礎的研究 日本大学大学院 川崎 浩長

卒業論文 圧電効果を用いたコンクリートの遷移帯におけるひび割れ検出 立命館大学 出口 侑弥

修士論文 断面修復した鉄筋コンクリート梁における曲げ応力と力学性能の関係 立命館大学大学院 神代 康輔

卒業論文 超高層建物の大規模修繕に関する研究 日本大学  小川 大歩・冨田 宇熙

卒業論文 加熱改質フライアッシュを用いたポリマーセメントモルタルの基礎物性に関する研究 大分大学 白岩 孝介

修士論文 ベトナムにおけるフライアッシュのコンクリート用混和材への利用に関する研究 名城大学大学院 DAO THI PHUONG

　短期大学・高等専門学校部門

卒業制作 ( 作品 ) 世界を変える力 修成建設専門学校 VALENCIA CHRISTINE JOHN KARLY

卒業制作 ( 作品 )　備　楽 修成建設専門学校 田中 景梧

奨励賞
　大学院・大学部門

卒業論文 島根県の北前船寄港地、鷺浦の空間構造 芝浦工業大学 穂積 モモ
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会 員 業 種 別

お問合わせ・お申込み先

大規模な建築材料・住宅設備総合展の開催

講演会・見学会の開催

異業種交流

製品の照会・相談

建材情報交流会の開催

出版

優良従業員の表彰

調査研究

国際交流

ホームページ

一般社団法人	日本建築材料協会	事務局
〒550-0002 大阪市西区江戸堀1-4-23　撞木橋ビル 4階
https://www.kenzai.or.jp/　　E-meil office@kenzai.or.jp

TEL (06) 6443-0345　FAX (06)6443-0348

◦仮設材及び建設用機械器具　◦鋼材及び鋼材二次製品　◦セメント、コンクリート及び組積材　◦防水材　◦石材、タイル及びテラコッタ
◦建築金物・建具　◦屋根及び外装材　◦左官材　◦硝子　◦合成樹脂材　◦接着剤　◦塗装材　◦内装材　◦家具　◦住宅用設備機器・システム
◦建物保全・防災機器　◦環境保全・医療福祉材　◦木材及び木質建材　◦景観材・土木用資材　◦輸入住宅・部材　◦建設ソフト・システム
◦その他

主 な 事 業

当協会では随時会員を募集しています。
協会のサポートや活動内容について詳しくは事務局までお気軽にお問合せください。

建築業界諸団体との連繁

本会会員は、次のような業種の方々で組織しています。

広告
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けんざい編集委員

 編集委員長 市山太一郎 日幸産業㈱　代表取締役
 編集副委員長 神戸　睦史 ㈱ハウゼコ　代表取締役社長
 編集長 佐藤　榮一 （一社）日本建築材料協会　常務理事
 編集委員 川端　節男 関包スチール㈱　執行役員
     平田　芳郎 ㈱平田タイル　取締役
  石本　謙一 ㈱丸ヱム製作所　常務取締役
  西村　康弘 コニシ㈱　大阪汎用住宅部　住宅グループ　リーダー
  田中　一裕 エスケー化研㈱　総務部　広報チーム
 

 発　行　日 令和4年4月（年4回発行）
 発　　　行 一般社団法人　日本建築材料協会
  大阪市西区江戸堀1-4-23　撞木橋ビル４階
  TEL：06-6443-0345㈹　FAX：06-6443-0348
  URL：http://www.kenzai.or.jp
 発行責任者 佐藤　榮一
 編　　　集 株式会社新通
  TEL：06-6532-1682㈹
 印　　　刷 株式会社宣広社
  TEL：06-6973-4061

 関東支部 東京都千代田区内幸町1-1-1
  帝国ホテルタワー16F
  （株式会社ノグチHD内）TEL：03-6811-2960
 中部支部 名古屋市西区菊井2-14-19
  （エスケー化研株式会社内）TEL：052-561-7712
 中国支部 広島市西区商工センター二丁目9番25号
  （アスワン株式会社内）TEL：082-278-0020
 四国支部 香川県高松市天神前10-5
  高松セントラルスカイビル５F
  （株式会社淀川製鋼所内）TEL：087-834-3611
 九州支部 福岡市中央区那の津3-12-20
  （越智産業株式会社内）TEL：092-711-9171

本誌に掲載の写真・図表は、当協会で撮影、または執筆者・取材先からご提供いただいたものです。無断で引用・転載を禁じます。

協会行事・活動予定 広告出稿企業
（50音順・数字は掲載頁）

㈱アシスト 2
㈱ウォータイト 3
エスケー化研㈱ 13
王建工業㈱ 4
オーケーレックス㈱ 5
関包スチール㈱ 6
㈱九飛勢螺 13
児玉㈱ 8
コニシ㈱ 表3
㈱サワタ 8
ナカ工業㈱ 20
二三産業㈱ 9
日幸産業㈱ 8
㈱平田タイル 8
マツ六㈱ 表4
森村金属㈱ 20
大和スレート㈱ 7
㈱ユニオン 21
淀鋼商事㈱ 9
㈱淀川製鋼所 表2

Vol.275

2022年4月～6月

総務部 / 2022年4月18日(月)　財務部会

監事 / 2022年4月20日(水)　会計監査

総務部 / 2022年4月21日(木)　理事会　
　　　　 2022年5月23日(月)　通常総会・優良社員表彰式・講演会
国内事業部 / 2022年4月・5月・7月　事業部会KENTEN会議
　　　　　　 2022年6月9日(木)～10日(金)　
　　　　　　 建築材料・住宅設備総合展　KENTEN2022　
　　　　　　 会場：インテックス大阪　3号館
広報宣伝部・会勢部 / 2022年4月・5月・6月　広報宣伝部・会勢部合同会議
会員交流部・海外事業部 / 2022年7月　会員交流部・海外事業部合同会議　
優良製品・技術表彰 選考委員会 / 2022年6月9日(木)　選考会
建材研究委員会 / 2022年6月　総会
技術委員会 / 2022年6月　委員会議
デザイン委員会 / 2022年6月
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